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私が専門としている「失敗学」は、私たちの身近で繰り返される失敗を否定的

にとらえるのではなく、むしろそれを有効活用し、失敗から新たな知識を学ぼうと

いうものですが、問題が発生したときのフィードバックプロセスについては、今現

在自動車の分野がもっとも進んでいると考えており、自動車のリコールは、良質な

失敗事例として度々研究の対象にしてきました。 

今回、多方面の専門家からなるリコール検討会に、座長として参加させていた

だきましたが、検討会での 2年間の議論とこれまでの私の研究を踏まえて感じたこ

とをいくつか書かせていただきたいと思います。 

 

道路交通を安全・安心なものとし、環境の保全を実現するためには、人も自動

車も健全な状態になければなりません。 

人が健全な状態を維持するためには、バランスの取れた食事や適度な運動を心

がけるなど、適切な体調管理を行うとともに、定期的な健康診断を受け、具合が悪

いときには適切な治療を受けることが必要です。同様に、自動車についても、健全

な状態に維持するためには、常日頃から適切な使用と保守管理を行うとともに、き

ちんとメンテナンスしなければなりません。 

そのための仕組みとして、ユーザーに対する日常点検や定期点検の義務付けや、

所謂車検と呼ばれる定期的な検査制度があります。そして、リコールもこれらの自

動車を健全な状態に維持するための仕組みの一つです。 

平成 19 年度のリコール届出件数は 310 件であり、10 年前の平成９年の 83 件に

比べて大幅に増加していますが、現在行われている自動車リコールの９割強は、不

具合が事故に至ってしまう前に実施されており、リコールは事故を未然に防止する

ために大いに役立っています。このようにリコールは、自動車がより安全になるた

めに不可欠な仕組みであり、リコール自体が悪いことで、あってはならないことと

するのは間違った考え方だと思います。 

一方で、リコールが多発すれば、ユーザーは不安に感じるでしょうし、リコー

ルはメーカーにとってもユーザーにとっても、費用や労力の面で大きな負担となる

ので、リコールに至るような自動車の不具合は少なくしていくことが望まれます。 

現在、自動車のメーカーでは、ディーラーと協力して故障などで持ち込まれた

自動車の不具合の情報や不具合部品を収集して分析する体制を充実させてきてお

り、不具合の発生原因を究明するのが以前に比べ早く確実に行えるようになってい

ます。また、このような不具合の原因究明の過程で明らかになった設計、製作上の

問題とその改善策は、新たな自動車の開発にフィードバックされ、自動車の不具合

の削減が図られています。このようなリコールへの積極的な取り組みは他の製品で

も参考にできるのではないでしょうか。 

また、自動車については、登録制度があるため、ユーザーの管理が行き届いて

 



おり、リコールを実施する際には、リコールの通知をユーザーに確実に届けること

ができるようになっていることも、他の製品にはない利点です。 

このように、自動車のリコールに関しては、メーカーにおいて体制や取り組み

が改善されてきており、リコールの確実な実施や、リコールに至るような不具合の

削減が行えるようになってきています。今後とも、これらの取り組みを各メーカー

が充実・拡大していくことが望まれます。 

 

今回のリコール検討会のとりまとめでは、自動車のリコールについて検討する

という会議の目的上、車両の安全と環境保全を図る意味でのリコールに絞った内容

にとどめていますが、検討会の議論では、委員から、リコールに関してだけでなく、

車検や点検整備のあり方、中古車も含めたメーカーとユーザーの関係、不具合やそ

れによる事故の責任の所在など、自動車社会の今後のあり方にまで意見が出されま

した。 

先に述べたように、現在、自動車のユーザーは、日頃から点検整備を行うこと

が法律で義務付けられていて、その他の自動車に関する様々な制度も、ユーザーに

よる点検整備が確実に行われることを前提にしています。 

しかし、自動車が広く普及し、一般の消費者にとって身近で不可欠な移動手段

となり、様々な人が自動車を使うようになった今日では、マニュアルを読んで内容

を理解し、日常点検をしっかりやるような人だけが自動車を使うという状況ではな

くなってきています。さらに、ユーザーの高齢化等による自動車の使用形態の変化

や環境・エネルギー問題を受けたハイブリッド車や電気自動車の普及などの自動車

の構造の変化などが予想される中で、現在前提としているユーザーによる車両状態

の管理や自発的な点検整備などは、前提とはできなくなる可能性が高いと思ってい

ます。もし、そうなれば、当然、国、メーカー、ユーザーの自動車に対する関わり

を再構築する必要が出てきます。 

今回の検討会では、活発な議論が行われ、今後を考える上でのヒントになるよ

うな意見が数多く出されました。それらの意見をあわせて考えると、そろそろ自動

車に対する関係者の関わり方全体について考えるべき時期が来ているのかもしれ

ません。 

 

工学院大学グローバルエンジニアリング学部教授 

畑村 洋太郎
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１．はじめに 

リコール検討会は、自動車のリコールについて、多角的な視点から議論を行う

ことにより課題を明らかにし、必要に応じて制度や運用の改善を検討することを目

的として、平成１９年８月に検討を開始した。 

平成 19 年度には、4 回の検討会を開催し、車両の安全確保、環境保全のための

リコールについて、課題を以下の 4つに整理した上で、主に課題１及び課題２につ

いて検討を行った。 

 

課題１．リコールに対する正しい理解の普及 

課題２．自動車の不具合に係るユーザーへの情報提供の充実と不具合発生か 

らリコールに至る過程の透明性の確保。 

課題３．リコールに至る自動車の不具合の発生原因の分析と削減方策 

課題４．使用過程の自動車の安全の確保及び環境保全のためにメーカーを始め

とした関係者が担うべき役割の明確化 

 

平成 20 年度は、3回の検討会を開催し、平成 19 年度に議論しなかった課題２の

中の不具合発生からリコールに至る過程の透明性の確保、課題３及び課題４につい

て検討を行った。 

検討会での議論に当たっては、リコールに関するユーザーの意識を調査するユ

ーザーアンケート（参考資料１参照）を実施した。また、課題３については、リコ

ール調査・分析ＷＧ（以下「ＷＧ」という。）を開催し検討を行い、その際、リコ

ール件数増加に関する自動車メーカーの認識を調査するためのメーカーアンケー

ト（参考資料２参照）及びリコールに係る自動車メーカーの取り組みを調査するた

めのメーカーヒアリング（参考資料２参照）を実施した。 

 

２．不具合発生からリコールに至る過程の透明性の確保について（課題２） 

（１）不具合発生からリコールに至る過程の透明性の確保の必要性 

平成 16 年に自動車メーカーによるリコール隠し等の不正行為が問題となって

から、メーカーやディーラーに対するユーザーの不信感は根強く残っているとの

指摘がある。 

今回実施したユーザーアンケートの結果を見ると、「あなたはディーラー（自

動車販売店）に故障修理や不具合の相談をした場合、その情報がどのように自動

車メーカーの設計改善やリコールに役立てられるか知っていますか。」との質問に

対して、「役立てられていることは知っているが仕組みは知らない。」（４６％）と

「知らない。」（４６％）を合わせると、９２％のユーザーが、不具合情報がメー

カーにおいてどのように活用されているかについて、詳しく知らないことが分か

った。 
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図２－１：ユーザーアンケートの問「あなたはディーラー（自動車販売店）に 

故障修理や不具合の相談をした場合、その情報がどのように自動車メーカーの 

設計改善やリコールに役立てられるか知っていますか。」に対する回答 

  

また、「故障や不具合に対して、措置を依頼した際のディーラー（自動車販売

店）の対応はどうでしたか。」という問いに対して、「措置はされたが、説明が不

十分だった。」（２７％）と「措置も説明も納得がいかなかった。」（７％）を合わ

せると、３４％のユーザーが故障や不具合に関するディーラー（自動車販売店）

の説明が不十分であると感じていることがわかった。 

 

措置を依頼し
措置も説明も 無回答たことがない
納得がいか 2%2%
なかった 
7% 

措置はされた 
が、説明が不
十分だった 
27% 詳しい説明と

ともに、十分
な措置がされ

た
62%  

図２－２：ユーザーアンケートの問「故障や不具合に対して、措置を依頼した際の 

ディーラー（自動車販売店）の対応はどうでしたか。」に対する回答 

 

以上のことから、メーカーにおける不具合発生からリコールに至る間の取り組

みはほとんど知られておらず、また、自動車の不具合について、ディーラーの説

明も十分ではないと感じているユーザーも少なくない状況にあると考えられる。

このことがユーザーがメーカーやディーラーに対して、車両の欠陥を隠している

のではないかといった不信感を持ちやすくなる状況につながっていると考えられ

る。 
 

（２）改善の方向性 

近年、自動車メーカーにおいては、ディーラー等を通じた市場における自動車
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の不具合情報や事故情報の収集を徹底するとともに、ディーラーから不具合部品

を回収して分析する等、不具合の発生原因の究明体制を強化し、早期の原因究明

を行い、迅速・適切なリコールの実施に努めている。国土交通省も、メーカーや

ディーラーに監査を行い、情報の収集や原因分析が適切に行われているかを確認

し、必要に応じて改善の指導を行っている。 

不具合情報データベース

メーカーへの事実確認

不具合情報

(独)交通安全環境研究所
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調査依頼

調査報告

検証報告

調査

設計・製造に起因すると
疑義のある不具合

検証

リコール勧告等

メーカー

不具合情報
不具合原因危険度の高い不具合

多発性のある不具合

リコール

調査・検討

ディーラー

回答

事実確認

設計・製造に起因する
不具合

リコール届出

国土交通省

 

図２－３.不具合情報取得からリコールへの流

 

しかしながら、これらメーカーや国土交通省の取り組

れておらず、その現状が（１）で述べた不信感を生んで

がって、メーカーやディーラーにおける不具合情報の収

ための取り組みや、国土交通省のメーカー監視の取り組

に紹介し、理解を得ることが必要である。 

 

３．リコールに至る自動車の不具合の発生原因の分析と削

（１）リコール検討会リコール等調査・分析ＷＧの開催 

課題３については、ＷＧを開催して検討を行った。

ＷＧにおいては、平成 15 年度以降にリコールを行っ

したアンケート及び品質管理体制の強化等に関して顕

等を対象としたヒアリングの他、過去のリコール届出

 

（２）リコール届出件数、対象台数の推移 

近年のリコール届出件数については、図３－１の

増し、その後、減少したものの、ここ 3 年間はほぼ
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の分析を行い検討した。 

とおり、平成 16 年度に急

横ばいに推移し減少傾向



はみられない。また、リコール対象台数については、平成 16 年度に急増した

り、平成 19 年度の対象台数が前年度より大幅に減少するなど若干の増減はあ

るものの平成 15 年以前と比べると増加しており、増加傾向にあるといえる。 
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図３－１：近年のリコール届出件数、対象台数の推移 

（３）増加要因 

近年、リコール届出が増加している原因について、ＷＧにおいて、委員の意

見を踏まえ、以下の項目について調査を行った。 

・ 自動車メーカーのリコールに対する姿勢の変化 

・ 「使用実態と各種評価基準の乖離」及び「基準に対する設計・評価の不足」 

・ 自動車の電子化の進展 

・ 海外調達部品の増加 

・ 不具合の初報入手からリコール届出までの期間の長期化 

・ 量販車でのリコール 

・ 部品の共通化 

調査の結果、近年のリコール届出増加の主要な要因は以下の①と②と考えら

れる。これ以外の項目については、今回の調査では、リコール届出の増加の要

因となっているとの結果は得られなかった。 

 

① 自動車メーカーのリコールに対する姿勢の変化 
メーカーアンケートの結果、多くのメーカーが平成 12 年の国交省指示「市場

品質情報の総点検」等をきっかけに「市場での重要品質不具合の対応の仕組み」

を強化していることが分かった。これにより、メーカーにおける市場での不具合

の発見や原因の究明が進み、それがリコール届出件数の増加の一因になったと考

えられる。 
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図３－２ Ａ社の取組み事例 1 

図３－３ Ａ社の取組み事例 2
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図３－４ Ｂ社の取組み事例 1 
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図３－５ Ｂ社の取組み事例 2 
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図３－６ Ｃ社の取組み事例 1 
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図３－７ Ｃ社の取組み事例 2

9 



② 「使用実態と各種評価基準の乖離」 
メーカーアンケートを分析した結果、「使用実態と各種評価基準の乖離」の例

として、「錆環境の変化（融雪剤の散布量の増加）」「高速走行比率の増加」「使用

実態の多様化(過大な力の長期間繰り返し作用等)」「車両使用の長期化」が挙げ

られていたため、これらが増加要因となっているかどうかについて検討を行った。

その結果、リコール届出件数、対象台数を見ると、上記４項目のいずれについて

も、それらが原因となったリコールが増加傾向若しくは高止まりしていることが

伺われ、また、平均使用年数の長期化など使用実態も近年変化していることがわ

かり、使用実態の変化にメーカーの各種評価基準の修正が追いついていない可能

性があることを裏付けることになった。 
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図３－８ 錆環境の変化が原因と考えられるリコールの推移 
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図３－９ 高速走行比率の変化が原因と考えられるリコールの推移 
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図３－１０ 厳しい条件での使用の繰返しが原因と考えられるリコールの推移 
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図３－１１ 長期間使用が原因と考えられるリコールの推移 

 

（３）リコールに至るような不具合を削減する方策 

リコールの増加要因の分析から、メーカー各社が市場での重要品質不具合への

対応の仕組みの強化によって、以前に比べ不具合の原因究明が進み、リコールに

至るものが増加したため、近年のリコール届出が増加している一面があることが

判った。このことは、決して悪いことではなく、自動車の欠陥による事故等の未

然防止や被害拡大防止のためのリコールがより確実に行われるようになったと言

える。したがって、一概にリコールを削減することは必要ではない。 

しかしながら、自動車の欠陥を可能な限り削減することは、ユーザー、メーカ

ー双方にとって望ましいものであり、ここでは、リコールに至るような不具合を

削減するために必要な方策を考える。 

近年のリコール届出の増加要因を受け、リコールに至るような不具合を削減す

る方策としては、それぞれに以下のような取組みが求められる。 
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① 乗用車メーカー 
増加要因においても記述しているとおり、平成 12 年以降、全ての乗用車メーカ

ーが市場における不具合情報の処理体制の整備・充実化、品質解析センター業務

の解析技術力の向上などの市場での重要不具合対応の仕組み強化を行っており、

それによりメーカーに集まる不具合情報が増加し、不具合発生原因の解析が促進

されている。 

この取り組みは、リコールに至るような自動車の不具合の早期発見に資するも

のであるが、更に以下の取り組みを徹底することにより、将来的に、リコールに

至るような不具合の削減につながると考えられる。 

 

１）重要品質不具合の再発防止と設計基準、評価基準の見直し 

重要品質不具合について、企画、設計・試験、製作部門一体となって検証で

きる体制を整え、設計、製作段階の不備や市場における使用環境・使用条件を

適時的確に把握して、継続生産車における不具合の再発防止対策を行う（フィ

ードバック）とともに、そこで得られた知見を基に、新たな車両開発を行う際

の設計基準や評価基準を再整備する（フィードフォアード）ことが重要である。 

実際に、ヒアリングを行ったメーカーでは、地域ごとや部門ごとにバラバラ

だった市場での重要不具合品の回収や原因究明を一箇所に集約し、重要不具合

対応の仕組みを強化し、開発に反映するようになってから、販売後の初期不具

合が大幅に減少し、クレーム処理数も減少しているとのことであった。 

 

２）準長期使用車両等の不具合発生低減策の強化 

自動車の長期使用を含めたメーカーの想定外の使用環境・使用条件の変化に

ついて、それによるリコールに至るような不具合の発生を防止するため、重要

保安部品の定期交換時期を明示したり、点検・整備項目、方法を見直して使用

者に不具合発生の予兆等を分りやすくしたり、使用者及び整備工場にそれらの

情報をより分りやすく伝えることにより、重要不具合事象が発生することを防

止することが必要である。 

 

② 大型車メーカー、大型特殊・小型特殊メーカー 
アンケート結果によると、大型車メーカー、大型特殊・小型特殊メーカーに

ついても、市場での重要不具合対応の仕組み強化を行っていると回答したメー

カーは多く見受けられた。しかし、乗用車メーカーほど徹底した体制整備が行

われているとは言いがたく、乗用車メーカー同様の取組みをすることが望まし

い。 

また、特に大型特殊・小型特殊メーカーについては、会社自体の規模も小さ

く、リコールに係る体制の規模も小さいところが多い。そのため、リコール実

施の経験が乏しく、自社の重要不具合情報やリコールに係る情報だけでは、フ
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ィードバックやフィードフォアードを行うことは難しい面もある。このため、

自社における過去の重要不具合の情報やリコールに係る情報を蓄積するととも

に、同業他社リコールについてもチェックし、フィードバックやフィードフォ

アードを行うことが必要である。 

 

③ 国 
長期使用車両の情報のユーザーへの提供などにおいてメーカーの取組みを支

援することが必要である。また、年度ごとに行っているリコール届出の分析に

ついて、リコールに至る不具合の発生傾向等について多角的な分析を行うなど

により、よりメーカーの役に立つ内容にするなど国が収集した情報の有効活用

を促進し、リコールに至る不具合の削減に資するものとする。 

また、変化し続けているユーザーの使用実態を常に把握し、その使用実態に

応じて必要があればリコールのあり方を含めた自動車を取り巻く制度の見直し

を行う。 

 

 

４．使用過程の自動車の安全の確保及び環境保全のためにメーカーを始めとした関係

者が担うべき役割の明確化（課題４） 

    

（１）自動車の安全の確保及び環境保全のための関係者の役割 

現在、自動車の安全の確保及び環境の保全のためにメーカー、ユーザー及び国

が担っている役割は、基本的に以下の通りである。 

なお、ディーラーはメーカーが役割を担う上でのユーザーとの窓口であり、整

備工場はユーザーの役割の一部を代行している。 

①メーカーの役割 

１）市場に自動車を提供する場合は、国が定める自動車の安全・環境基準（以

下「保安基準」という。）に適合した安全な自動車を提供する。 

２）自動車の適切な使用方法に係る情報をユーザーに適切に提供する。 

３）自動車の点検整備を実施する上で必要な技術的な情報をユーザー及び整備

工場等に適切に提供する。 

４）製品を市場に提供した立場として、市場における自動車の使用状況、事故

情報及び不具合情報を、ディーラー等を通じて収集する体制を整備し、収

集した情報により、市場監視を行う。 

５）市場監視等により、一定の範囲の自動車において事故や火災又は環境汚染

につながる可能性がある不具合が発生している又は発生するおそれがある

ことを把握した場合、その原因が設計・製作にあるときは、迅速・的確な

改善のための措置を行う。なお、不具合の原因が設計・製作にあるかどう

かを判断する際は、設計・製作時に想定した使用方法、使用環境及び保守
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管理が、その当時の使用実態や、当然に予想された使用実態の変化に対応

したものであったかどうかを検証する必要がある。 

６）リコールを実施する場合には、国土交通省にリコールの実施を届出るとと

もに、ディーラー等と協力してユーザーに通知を行う。また、国土交通省

に実施状況の報告を行う。 

７）市場監視により設計、製作及び保守管理情報の問題点が明らかとなった場

合には、新たな自動車の開発や保守管理情報の設定の過程にフィードフォ

アードし、必要な改善を行う。 

 

②ユーザーの役割 

１）自動車を点検整備によって保安基準に適合するよう維持する義務がある。

具体的には義務付けられた日常点検整備、定期点検整備、継続検査の受検

を自ら、又は、ディーラーや整備工場等に委託して行うほか、メーカーや

国土交通省から提供される情報を基に、適切な使用や保守管理を責任を持

って行う。 

２）運輸支局等に自動車の登録を行うとともに、住所の変更があった場合の変

更登録、所有者が変更になった場合の移転登録及び自動車の使用を止めた

場合の抹消登録を行う。 

３）メーカーからのリコールの通知に対応する。 

 

③国の役割 

１）交通事故の発生状況、技術の進歩、自動車の使用環境の変化及びユーザー

の意識の変化等を踏まえ、保安基準や各種制度の見直しを行う。 

２）型式認証や新規検査によって、新車時の自動車の保安基準適合性の確認を

行う。 

３）使用過程の自動車が保安基準に適合しているかどうかを確認する継続検査

（いわゆる車検）を定期的に実施する。 

４）自動車の点検及び整備に関する手引きの作成・公表とユーザーの保守管理

意識の高揚を行う。 

５）リコール制度の整備とその適切な運用の確保を行うとともに、必要に応じ

て制度の見直しを行う。 

６）市場における自動車の不具合情報等の収集・分析を行い、市場監視を行う。 

７）メーカーやディーラーに対する監査や調査指示を行い、メーカーにおける

原因究明や最終的な措置の検討が適切に行われているかを監視するととも

に、必要に応じてリコールを講ずるべきことを勧告する。 

８）メーカーがリコールを実施する際に、措置内容の確認、報道発表及びメー

カーへの自動車登録情報の提供を行い、リコールの実施過程では、メーカ

ーによる実施状況の確認を行う。 
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９）継続検査時にリコールの改善が未実施の車両に対し、注意を行い、改善を

促す。 

 

（２）課題 

自動車の安全の確保及び環境保全のための関係者の役割は（１）で記述した通

りであるが、今回、課題３に関する調査でも確認されたように、自動車の平均使

用年数が年々長くなるなど、自動車の使用方法や保守管理方法に関してメーカー

の設計時の想定とユーザーの認識にギャップが生じていると考えられ、メーカー

が設計時に想定していなかったような使用や保守管理（以下、「想定外の使用等」

という。）が行われている状況にある。 

これらの想定外の使用等については、使用過程の自動車に不具合発生を発生さ

せ、リコール届出の増加の一因とはなっているものの、現時点では、それが原因

となって事故が頻発するような大きな問題に至っている訳ではない。しかし、例

えば景気の低迷により自動車の代替が鈍化し、自動車の使用期間が更に長くなる

など、今後、想定外の使用等が拡大すれば、それによる危険な不具合が増え、問

題が顕在化することが懸念される。 

したがって、想定外の使用等による不具合の発生に対する関係者の対応のあり

方について整理しておくことが必要である。 

 

（３）関係者の対応のあり方 

（２）の課題に対して、（１）の関係者の役割の中で重要なもの及びそれぞれ

が担うべき新たな役割について整理した。 

①メーカーの役割 

１） 想定外の使用等による不具合の発生を防止するための方策 

想定外の使用等が発生する原因は、メーカーが設計・製作を行った時点

からの時間的経過により、ユーザーの意識の変化や自動車の使用環境の変化

が生じることにより、メーカーにおける設計時の想定とユーザーの使用実態

の間に差が生じるためと考えられる。 

この差を縮めるか又はその差による不具合の発生を防止するためには、

メーカーによる以下の取り組みが有効と考えられる。 

ア）メーカーが設計時に想定した使用方法や保守管理方法のユーザーへの情

報提供 

メーカーが設計時に想定した使用方法や保守管理方法について、販売

時にユーザー及び整備工場に確実に情報提供する。 

具体的には、以下のような情報提供を行うことが考えられる。 

【提供する情報の例】 

・ 想定していない使用方法（サーキット走行、悪路走行等） 

・ 長期使用する場合の注意点（部品毎の交換時期、重点点検項目等） 

・ 寒冷地で使用する場合の注意点（重点点検項目等） 
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・ 高速走行が多い場合の注意点（重点点検項目等） 

【確実な情報提供方法の例】 

・ 取扱説明書の記載方法の見直し（読みやすく、分かり易いものに） 

・ 重要事項をまとめた冊子等の作成 

・ 販売時の丁寧な説明 

 

イ）想定外の使用等が行われた場合の注意喚起 

既に販売した自動車について、少なからずのユーザーにより想定外の

使用等が行われており、それが不具合の発生原因となる可能性があるこ

とをメーカーが認識した場合には、ユーザー及び整備工場に対して、想

定外の使用等を行う場合の危険性や対処方法について具体的に注意喚起

を行う。 

 

２） 想定外の使用等による不具合が発生した場合の対応 

実際に、想定外の使用等により不具合が発生した場合の対応のあり方に

ついては、メーカーによるユーザーへの情報提供（（１）ア）、イ）の情報提

供）が予め適切に行われていたかによって変わると考えられる。 

 

ア）ユーザーへの情報提供が適切に行われていなかった場合 

メーカーによるユーザーへの情報提供（（１）ア）、イ）の情報提供）

が適切に行われず、同一の型式の一定の範囲の自動車に事故や火災につ

ながる可能性がある不具合が発生した場合には、メーカーは速やかにリ

コール等何らかの措置を実施すべきである。 

 

イ）ユーザーへの情報提供が適切に行われていた場合 

メーカーによるユーザーへの情報提供（（１）ア）、イ）の情報提供）

が適切に実施されていたにも関わらず、実際には、保守管理・使用が適

正でないために不具合が発生している場合には、基本的にユーザーの責

任で改善が行われるべきである。しかし、同一の型式の一定の範囲の自

動車において事故や火災につながる可能性がある不具合が発生している

場合には、少なくともユーザーが改善を行うために、ユーザー及び整備

工場に対して不具合発生とその防止方法に関する注意喚起を行うことが

必要であり、その役割は、市場に自動車を提供し、その自動車について

最も情報が集まるという立場を踏まえ、メーカーが担うべきである。 

 

自動車の不具合には事故や火災に直接つながるような危険なものと、事故に

至る危険性は低いものがあり、危険度に応じてその不具合への対応の緊急性は

異なってくると考えられ、特に事故や火災に至る危険性が高い不具合について
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は、メーカーの迅速な対応が求められる。 

また、ユーザーアンケ

ートの結果では、過去に

受け取ったリコール等の

通知内容の分かり易さに

ついて、「分りやすかっ

た」との回答が 54.3%と半

数となったものの、「不具

合の内容が分らなかっ

た」（14.3%）、「不具合の

危険度が分らなかった」

（15.4%）との回答もあっ

た。したがって、メーカ

ーがリコールの通知や注意喚起を行う際には、ユーザーが対象不具合の危険度

を認識できるように改善するべきである。 

5.1%

14.3%

5.3%

15.4%

3.6%

54.3%

1.9% 分かりやすかった

リコールの通知である
ことが分からなかった
不具合の内容が分か
らなかった
ユーザーとしてやるべ
き事が分からなかった
不具合の危険度が分
からなかった
その他

無回答

図４－１：ユーザーアンケートの問「あなたに自動車メーカーから

届いたリコールの通知は、分かりやすいものでしたか。該当

するものを全てお選びください。」に対する回答 

 

②ユーザーの役割 

ユーザーは、メーカーや国土交通省から提供される情報を基に、適切な使用

や保守管理を責任を持って行うとともに、メーカーからのリコールの通知や注

意喚起に対して、該当する自動車をディーラー、整備工場に持ち込む等、適切

に対応するべきであり、特に事故や火災に至る危険性が高い不具合については、

迅速な対応が必要である。 

また、ユーザー自身もリコールや不具合の情報の収集に努めるとともに、リ

コールや注意喚起の通知が確実に届くように、自動車購入時のメーカーへのユ

ーザー登録や引越しをした場合等の運輸支局等への変更登録を確実に行うべ

きである。 

 

③国の役割 

国においては、以下の取り組みを行うことが必要である。 

１） ユーザーによる適切な保守管理を促すとともに、市場監視を行い、必要

に応じてメーカーに適切な対応を行わせる。（（１）③４）、６）及び７）

の役割の確実な履行。） 

２） 指針を策定する等により、メーカーが、想定外の使用等による不具合の

発生した場合の役割（（３）①の役割）を適切に果たすよう促す。 

３） メーカーが想定外の使用の危険性や不具合の発生状況等について注意

喚起を行う際に、ユーザーに対する通知をより確実かつ効果的に行うた

め、自動車登録情報の活用についても検討する。ただし、自動車登録情

報の活用を検討するに当たっては、個人情報保護に十分に配慮すること
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が必要である。 

また、リコールの通知や注意喚起に関し、ユーザーに分り易い制度や運

用の検討を行う。 

４） 国による市場監視によって、ユーザーが点検整備を実施していない等、

不適切に使用されていることが明らかになった場合には、ユーザーに対

し適切な使用や保守管理の実施を促す。 

５） 社会情勢を踏まえ、自動車に関わる社会環境の変化やユーザーの自動車

に対する意識の変化等が生じていることを把握した場合には、必要に応

じて関係制度の見直しを検討する。 

 

④整備工場及びディーラーの役割 

整備工場及びディーラーは、想定外の使用等がなされていること、又は、そ

れにより不具合が発生していることを知った時は、メーカーに通知することが

必要である。また、メーカーがリコールの通知や注意喚起を行う場合には、ユ

ーザーへの通知に協力すべきである。 

 

５．おわりに 

今回、自動車の安全確保及び環境保全のための関係者の役割について、現在の

役割を基本として、想定外の使用がなされたことによる不具合が発生した場合の検

討を行い、それぞれの役割を整理した。 

ただし、関係者がそれぞれの役割を限定的に認識し、それぞれ自分の役割の範

囲しか行わないようになれば、自動車の安全確保及び環境保全のための取り組みは

硬直化し、現実に起こる様々な安全上等の問題（往々にして役割分担の境界で起こ

る。）に対して適切、迅速に対応することが困難となる。したがって、自動車の危

険な不具合による被害を防止するために理想的な役割分担を実現するために、関係

者がそれぞれの役割を拡大的に認識し、行動する関係をつくることが望まれる。 

 

メーカー 

× × 

×
国 

ユーザー 

メーカー
国 

ユーザー 

×：不具合の発生 
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